
大口町中小企業支援事業補助金 

 

大口町で事業を営む中小企業者の経営基盤の強化を図るため、中小企業者が行う経営改

善に資する次の事業に補助金を交付します。 

 

●対象となる事業(詳細は裏面をご覧ください) 

(1)人材育成支援事業 

(2)特許等出願支援事業 

(3)販路拡大支援事業 

(4)経営等相談支援事業 

 

●交付対象者 

大口町内で継続して事業を営む中小企業者。 

ただし、次のいずれかに該当する場合は対象から除きます。 

・大口町暴力団排除条例に規定する暴力団又は暴力団員若しくは暴力団と密接な関係を

有している者であるとき 

・町税に滞納があるとき 

 

※この補助金における中小企業者とは、中小企業基本法第 2 条第 1 項に規定する中小企業者をいい、

下表のとおりとします。 

業 種 資本金及び従業員数 

製造業その他 資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下 

卸売業 資本金 1 億円以下または従業員 100 人以下 

小売業 資本金 5,000 万円以下または従業員 50人以下 

サービス業 資本金 5,000 万円以下または従業員 100 人以下 

 

●交付手続きの主な流れ（◎=中小企業者、■=大口町） 

 ※申請書類は、大口町のホームページからダウンロードできます。 

https://www.town.oguchi.aichi.jp/3807.htm 

 

◎対象となる事業を実施する前までに、補助金交付申請書を提出してください。 

↓ 

■申請内容を審査し、補助の対象となる場合は補助金交付決定通知書を交付します。 

↓ 

◎補助事業が完了してから 30 日以内に実績報告書を提出してください。 

↓ 

■報告内容を審査して交付額を確定します。このときに補助金確定通知書を交付します。 

↓ 

◎補助金確定通知書に基づき、請求書を提出してください。 

↓ 

■補助金を指定口座に振り込みます。 

  



●補助金の対象となる事業の概要 

事業の名称 補助対象経費 補助率 限度額 

人材育成支援

事業 

社内研修又は外部団体が開催する講習会等に要す

る費用のうち、中小企業者が負担した次の経費 

(1) 講師を招へいした場合における講師への謝

礼、交通費及び研修の用に供した会場の使用料 

(2) 外部団体等が開催する研修会、講習会等への

参加費用（受講料、受講に教材費が含まれる場

合は教材費も含む） 

 

2 分の 1 同一年度内にお

ける 1 事業者の

申請は 20万円

を上限とする。 

 

特許等出願 

支援事業 

産業財産権取得のために日本国特許庁に支払う費

用及び手続きを弁理士に依頼した場合の弁理士手

数料 

特許庁に支払う費用のうち、対象となる経費は次

のとおりとする。 

(1) 特許出願 

出願手数料、電子化手数料、出願審査請求手数

料 

(2) 実用新案出願 

出願手数料、電子化手数料、技術評価請求手数

料 

(3) 意匠出願 

出願手数料、電子化手数料 

 

2 分の 1 同一年度内にお

ける 1 事業者の

申請は 30 万円

を上限とする。 

販路拡大支援

事業 

商品見本市、展示会等への出展に要する経費(小間

料、小間装飾料及び電源設備等の工事費用) 

ただし、出展場所において商品の販売を伴う商品

見本市、展示会等は補助対象事業から除外する。 

 

2 分の 1 同一年度内にお

ける 1 事業者の

申請は 30 万円

を上限とする。 

経営等相談 

支援事業 

経営改善に取り組む目的で、専門家等に依頼した

経営診断及び指導料 

 

専門家等…中小企業診断士、社会保険労務士、公

認会計士、税理士、弁護士等の経営コンサルティ

ング業務を行う者をいう。 

 

2 分の 1 平成 30 年 3 月

31 日までに、1

事業者1回20万

円を上限とす

る。 

※補助金額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は切り捨てます。 

※補助対象経費に消費税及び地方消費税は含みません。 

※補助金は予算の範囲内において交付します。 

＜お問い合わせ先＞ 

大口町 産業建設部 環境経済課 

電話 0587-95-1612 

FAX 0587-95-1030 

E-mail:kankyoukeizai@town.oguchi.lg.jp 

http://www.town.oguchi.aichi.jp/ 


